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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

中間会計期間
第54期

中間会計期間
第53期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （千円） 7,476,608 6,754,499 14,151,101

経常利益 （千円） 1,130,515 983,853 1,606,841

中間（当期）純利益 （千円） 793,271 704,040 1,131,475

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） 49,676 41,659 88,024

資本金 （千円） 2,133,951 2,133,951 2,133,951

発行済株式総数 （株） 10,538,420 10,538,420 10,538,420

純資産額 （千円） 14,606,572 14,955,902 14,771,504

総資産額 （千円） 19,091,404 18,436,500 19,875,831

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 78.50 70.47 111.96

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 55.00

自己資本比率 （％） 76.5 81.1 74.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 1,301,853 △765,992 1,625,885

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △138,236 △291,545 △900,662

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △369,896 △647,767 324,418

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） 2,971,928 1,557,023 3,249,699

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．第53期中間会計期間及び第53期の１株当たり中間（当期）純利益は、「信託型従業員持株インセンティブ・プ

ラン（E-Ship®）」の導入に伴い、「日本エアーテック従業員持株会専用信託」が保有する当社株式を期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めて算定しております。なお、当該「信託型従業員持株インセ

ンティブ・プラン（E-Ship®）」は、第53期で終了しております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (1) 財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国の経済は、個人消費や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で推

移しました。一方で、地政学的リスクの高まりに伴う原油価格の上昇や供給制約等、外部環境の不確実性が高

まっており、経済を取り巻く環境は依然として予断を許さない状況が続きました。

　このような社会情勢及び事業環境を踏まえ、当社はパーパス「きれいな空気で、未来を支える。」を掲げてお

り、半導体や電子部品・材料、医療や製薬そして食品等あらゆるものを安心して供給する為の清浄な空気環境を

支えつつ、脱炭素社会にも貢献するよう省エネルギー化を推進しております。

　当社は、第１四半期決算短信において、国内外の政治・経済・社会情勢の変化等を踏まえ、中期経営計画

（2024年度～2028年度）の修正の必要性について検討している旨を開示しておりました。その後、事業環境の構

造的変化及び当社の持続的成長に向けた経営課題を再整理した結果、新たに「中期経営計画（2027年度～2031年

度）」を策定いたしました。また「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組み」についても併せて

更新いたしました。これらに基づき、人的資本投資、設備投資、ガバナンス強化等の成長戦略を一層推進し、企

業価値の向上を図ってまいります。

　当社における事業環境は、世界的にAI及びデータセンター等に使用される半導体の需要増加に対応し半導体分

野への国内外投資が継続しており、半導体関連の製造装置及び電子部品・材料産業におけるクリーンエアーシス

テムの設備投資が堅調です。一方でバイオロジカル分野においては、超高齢化が進む国内にて健康寿命を高める

為の製薬・再生医療関連の投資が継続しております。

　営業面におきましては、電子工業分野では半導体製造関連の新工場建設及び既存設備の拡充による設備投資、

脱炭素対応として省電力機器の導入及び省人化を背景とした自動搬送装置関連の需要が堅調です。また、自動車

産業においては制御部品の電子化に向けての設備投資が継続しております。バイオロジカル分野では製薬工業分

野、感染症研究分野、再生医療分野及び食品分野等への設備投資が堅調に推移しております。

　生産面におきましては、生産効率向上を最優先課題として取組んでおります。本年９月に稼働開始予定の赤城

スマートファクトリー第二工場を活用し、生産効率向上と賃借倉庫縮小・集約による輸送コストの削減を行いま

す。また、脱炭素化への取組みとして伊勢崎工場における太陽光発電・蓄電池設備の導入を本年４月に完了いた

しました。引き続き、赤城スマートファクトリー第二工場への導入を進め、CO₂排出量の削減に努めてまいりま

す。

 

 ① 経営成績

　製品別の販売状況につきましては、「フィルターユニット」が半導体関連需要の拡大を受けて増加した一方、

「クリーンルーム」は大型案件の減少等により前年同期を下回りました。

　収益面につきましては、生産効率の向上及び原価低減活動を継続し、コスト上昇の抑制に努めましたが、仕入

れ価格の高騰及び人的資本投資に伴う人件費増加等の影響により、前年同期比で減収減益となりました。

　以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高67億54百万円（前年同期比9.7％減）、営業利益４億72百万円

（同35.1％減）、経常利益９億83百万円（同13.0％減）、中間純利益７億４百万円（同11.2％減）となりまし

た。

　なお、当中間会計期間における受注高は82億83百万円（前年同期比16.3％増）、当中間会計期間末における受

注残高は61億40百万円（前年同期比21.3％増）となっております。
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 ② 財政状態

　当中間会計期間末における総資産は184億36百万円と前事業年度末に比べ14億39百万円(7.2％)の減少となりま

した。

　当中間会計期間末における資産、負債及び純資産の状況とそれらの内訳は次のとおりであります。

（資産）

　流動資産は106億18百万円であり、前事業年度末に比べ18億39百万円(14.8％)の減少となりました。主な内訳

は、現金及び預金19億９百万円の減少、棚卸資産１億55百万円の減少及びその他資産３億62百万円の増加となり

ます。なお、現金及び預金の減少は取引先への支払サイト短縮の影響等によります。また、その他資産の増加は

富泰空調科技股份有限公司（台湾）に対する未収入金等によります。

　固定資産は78億17百万円であり、前事業年度末に比べ４億円(5.4％)の増加となりました。主な内訳は、赤城

スマートファクトリー第二工場建設等に関する有形固定資産のその他に含まれる建設仮勘定４億71百万円の増加

及び減価償却による減少となります。

（負債）

　当中間会計期間末における負債は34億80百万円であり、前事業年度末に比べ16億23百万円(31.8％）の減少と

なりました。

　流動負債は24億91百万円であり、前事業年度末に比べ14億64百万円（37.0％）の減少となりました。主な内訳

は、電子記録債務11億29百万円の減少及び未払法人税等51百万円の減少となります。なお、電子記録債務の減少

は取引先への支払サイト短縮の影響等によります。

　固定負債は９億89百万円であり、前事業年度末に比べ１億59百万円（13.9％）の減少となりました。主な内訳

は、長期借入金77百万円の減少及び退職給付引当金80百万円の減少となります。

（純資産）

　純資産は149億55百万円であり、前事業年度末に比べ１億84百万円(1.2％)の増加となりました。主な内訳は、

配当金５億49百万円の支出による減少及び中間純利益７億４百万円の計上による増加となります。

 

 (2) キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ16億

92百万円減少し、15億57百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の営業活動において減少した資金は、７億65百万円（前年同期は13億１百万円の収入）となり

ました。主な内訳は、税引前中間純利益９億86百万円、仕入債務の減少11億10百万円、未払金の減少２億62百万

円及び法人税等の支払額２億92百万円となります。なお、仕入債務の減少は取引先への支払サイト短縮の影響等

によります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の投資活動において使用した資金は、２億91百万円（前年同期比１億53百万円の支出増）とな

りました。主な内訳は、定期預金の払戻による収入２億94百万円及び有形固定資産の取得による支出５億４百万

円となります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の財務活動において使用した資金は、６億47百万円（同２億77百万円の支出増）となりまし

た。主な内訳は、長期借入金の返済による支出98百万円及び配当金の支払額５億47百万円となります。

 

 (3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。
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 (4) 研究開発活動

　当中間会計期間における研究開発活動の金額は、86百万円であります。なお、当中間会計期間において、研究

開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

 (5) 生産、受注及び販売の実績

　当中間会計期間において、生産、受注及び販売の実績について重要な変更はありません。
 

 (6) 経営成績に重要な影響を与える要因

　「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」を参照下さい。

 

 (7) 主要な設備

　当中間会計期間における主要な設備の変動はありません。また主要な設備の新設計画に著しい変更はありませ

ん。

 

 (8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間会計期間において、資金需要及び財務政策について重要な変更はありません。

　なお、2026年３月27日の発行決議による取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する

譲渡制限付株式報酬及び従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとして、同年４月24日に6,000株及び

同年６月19日に15,870株の自己株式を処分しました。

 

 

３【重要な契約等】

（販売提携契約の満了）

当中間会計期間において、契約期間満了により終了した契約は以下のとおりであります。

 

契約締結先 内容 契約発効日 契約期間

PEA GMBH（ドイツ） 製品の相互販売提携 2015年11月23日
2015年11月23日～2026年

４月10日
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月12日）

(注)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,538,420 10,538,420
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

100株であり

ます。

計 10,538,420 10,538,420 － －

（注）１．2026年３月27日付の取締役会決議により、2026年４月24日付で6,000株、６月19日付で15,870株の自己

株式を譲渡制限付株式報酬として処分しております。

２．発行済株式のうち86,920株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権（100,628千円）を出資の目

的とする現物出資により発行したものです。また、発行済株式のうち43,690株は譲渡制限付株式報酬と

して、自己株式を処分した際の現物出資（金銭報酬債権 51,296千円）によるものです。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
－ 10,538,420 － 2,133,951 － 2,141,283
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

エアーテックアシスト株式会社 埼玉県草加市吉町５－６－47 1,592 15.91

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 1,027 10.26

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 451 4.50

平和株式会社
兵庫県神戸市灘区新在家北町１－１－

30
350 3.49

MURAKAMI TAKATERU

（常任代理人　三田証券株式会

社）

SINGAPORE

（東京都中央区日本橋兜町３－11）
316 3.16

近藤　芳世 東京都港区 272 2.71

日本エアーテック従業員持株会 東京都台東区入谷１－14－９ 262 2.62

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１－８－12 180 1.80

ケンブリッジフィルターコーポ

レーション株式会社
東京都港区芝３－14－２ 174 1.74

岩崎　泰次 静岡県静岡市駿河区 148 1.48

計 － 4,775 47.71

（注）１．持株比率は自己株式（529,494株）を控除して計算しております。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数には信託業務に係るものが482千株含

まれております。

３．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数には信託業務に係るものが139千株含まれており

ます。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式
普通株式 529,400

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,960,300 99,603 同上

単元未満株式 普通株式 48,720 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  10,538,420 － －

総株主の議決権  － 99,603 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２

個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所有

株式数

(株)

他人名義所

有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合(％)

日本エアーテック株式会社
東京都台東区入
谷一丁目14番９
号

529,400 － 529,400 5.02

計 － 529,400 － 529,400 5.02
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２【役員の状況】

　　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日

まで）に係る中間財務諸表について、監査法人アンビシャスによる期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
 当社は子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2025年12月31日)
当中間会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,707,142 1,797,815

受取手形、売掛金及び契約資産 3,958,422 3,447,836

電子記録債権 1,622,463 1,995,709

商品及び製品 1,814,949 1,683,993

仕掛品 474,897 523,745

原材料及び貯蔵品 832,661 759,216

その他 47,969 410,315

貸倒引当金 △72 △71

流動資産合計 12,458,436 10,618,561

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,401,484 2,363,617

土地 2,805,149 2,792,149

その他（純額） 1,192,979 1,664,261

有形固定資産合計 6,399,614 6,820,027

無形固定資産 39,128 66,044

投資その他の資産   

その他 978,771 931,986

貸倒引当金 △120 △120

投資その他の資産合計 978,651 931,866

固定資産合計 7,417,394 7,817,938

資産合計 19,875,831 18,436,500

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 389,900 409,102

電子記録債務 1,129,208 －

短期借入金 580,000 580,000

１年内返済予定の長期借入金 182,178 161,123

未払法人税等 284,335 233,247

製品保証引当金 12,175 11,350

賞与引当金 129,575 127,462

受注損失引当金 5,873 8,451

その他 1,242,214 960,389

流動負債合計 3,955,460 2,491,125

固定負債   

長期借入金 791,865 714,304

退職給付引当金 330,002 249,914

その他 26,998 25,254

固定負債合計 1,148,865 989,472

負債合計 5,104,326 3,480,597
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2025年12月31日)
当中間会計期間
(2026年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,133,951 2,133,951

資本剰余金 2,181,309 2,183,446

利益剰余金 11,076,860 11,231,578

自己株式 △639,582 △614,206

株主資本合計 14,752,539 14,934,769

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,965 21,132

評価・換算差額等合計 18,965 21,132

純資産合計 14,771,504 14,955,902

負債純資産合計 19,875,831 18,436,500
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 7,476,608 6,754,499

売上原価 5,549,526 5,024,097

売上総利益 1,927,082 1,730,402

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 226,269 217,524

役員報酬 40,893 46,823

給料 323,818 349,042

貸倒引当金繰入額 △108 △0

賞与引当金繰入額 34,013 37,263

退職給付費用 11,540 7,368

製品保証引当金繰入額 △308 △825

その他 561,880 600,209

販売費及び一般管理費合計 1,198,000 1,257,407

営業利益 729,081 472,995

営業外収益   

受取利息 1,358 2,313

受取配当金 437,130 478,601

為替差益 － 14,431

その他 22,581 25,650

営業外収益合計 461,070 520,996

営業外費用   

支払利息 2,341 9,593

債務保証損失引当金繰入額 2,955 －

外国源泉税 33,435 －

為替差損 20,855 －

その他 48 545

営業外費用合計 59,636 10,138

経常利益 1,130,515 983,853

特別利益   

投資有価証券売却益 － 4,000

特別利益合計 － 4,000

特別損失   

固定資産売却損 － 1,737

減損損失 1,524 －

事業撤退損失引当金繰入額 2,328 －

特別損失合計 3,852 1,737

税引前中間純利益 1,126,662 986,116

法人税、住民税及び事業税 311,299 243,610

法人税等調整額 22,092 38,464

法人税等合計 333,391 282,075

中間純利益 793,271 704,040
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,126,662 986,116

減価償却費 129,053 122,930

貸倒引当金の増減額（△は減少） △108 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,852 △2,113

退職給付引当金の増減額（△は減少） △68,235 △80,088

受注損失引当金の増減額（△は減少） △6,364 2,577

受取利息及び受取配当金 △438,488 △480,915

支払利息 2,341 9,593

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 595,476 137,340

棚卸資産の増減額（△は増加） △70,413 155,553

仕入債務の増減額（△は減少） 153,812 △1,110,006

未払金の増減額（△は減少） 67,620 △262,234

その他 △46,621 △81,358

小計 1,446,587 △602,605

利息及び配当金の受取額 106,161 138,848

利息の支払額 △2,274 △9,510

法人税等の支払額 △248,620 △292,725

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,301,853 △765,992

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △168,943 △75,822

定期預金の払戻による収入 268,159 294,133

有形固定資産の取得による支出 △202,073 △504,760

有形固定資産の売却による収入 － 11,262

無形固定資産の取得による支出 △1,936 △24,585

投資有価証券の売却による収入 － 5,000

貸付けによる支出 △38,000 －

貸付金の回収による収入 1,041 3,258

その他 3,514 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー △138,236 △291,545

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 580,000 580,000

短期借入金の返済による支出 △380,000 △580,000

長期借入金の返済による支出 △55,302 △98,616

配当金の支払額 △504,517 △547,583

自己株式の取得による支出 △35,629 －

自己株式の処分による収入 26,664 －

その他 △1,112 △1,568

財務活動によるキャッシュ・フロー △369,896 △647,767

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,896 12,630

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 779,822 △1,692,675

現金及び現金同等物の期首残高 2,192,106 3,249,699

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,971,928 1,557,023
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 3,422,625千円 1,797,815千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △451,348 △240,791

有価証券勘定 651 －

現金及び現金同等物 2,971,928 1,557,023

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資  

2025年３月27日

定時株主総会
普通株式 507,789 50.0 2024年12月31日 2025年３月28日 利益剰余金  

（注） 2025年３月27日定時株主総会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に

対する配当金2,070千円が含まれております。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資  

2026年３月27日

定時株主総会
普通株式 549,322 55.0 2025年12月31日 2026年３月30日 利益剰余金  

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（2025年12月31日）
当中間会計期間
（2026年６月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 134,741 134,741

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 392,408 362,662

 

 
前中間会計期間

（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 49,676 41,659

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、クリーンエアーシステム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　前中間会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

　財又はサービスの収益認識の時期別

（単位：千円）

 報告セグメント

 クリーンエアーシステム事業

一時点で移転される財又はサービス 5,208,125

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 2,268,483

顧客との契約から生じる収益 7,476,608

その他の収益 －

外部顧客への売上高 7,476,608

 

　当中間会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

　財又はサービスの収益認識の時期別

（単位：千円）

 報告セグメント

 クリーンエアーシステム事業

一時点で移転される財又はサービス 5,412,279

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 1,342,219

顧客との契約から生じる収益 6,754,499

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,754,499
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益 78円50銭 70円47銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 793,271 704,040

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 793,271 704,040

普通株式の期中平均株式数（株） 10,105,429 9,990,777

（注）１．「日本エアーテック従業員持株会専用信託」が保有する当社株式については、財務諸表において自己

株式として計上しているため、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております（前中間会計期間 31,991株）。なお、「信託型従業員持株インセン

ティブ・プラン（E-Ship®）」は2025年12月29日をもって終了しており、当中間会計期間は該当あり

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月12日

日本エアーテック株式会社

取締役会　御中

 

監査法人アンビシャス

東京都台東区

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 今 津　邦 博

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田 中　昭 仁

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る日本エアーテック株式会社の2026年１月１日から2026年12月31日までの第54期事業年度の中間会計期
間（2026年１月１日から2026年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間
損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本エアーテック株式会社の2026年６月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューに
おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会
的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる
証拠を入手したと判断している。
 
中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
 

 

EDINET提出書類

日本エアーテック株式会社(E02421)

半期報告書

19/20



中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
場から中間財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が
国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じ
させる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して限定付
結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日まで
に入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中
間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の
重要な発見事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　　上
 
（注）１.　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
　　　２.　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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